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表紙*電子提供措置用*
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日 時

場 所

決議事項
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役10名選任の件
第４号議案　監査役３名選任の件

2026年６月25日（木曜日）
午前11時

岡山市北区下石井１丁目２番１号イオンモール岡山 
５階
おかやま未来ホール（イオンモール岡山 ５階）
（末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照ください。）

　

【お土産について】
お土産配布は廃止させていただいております。
何卒ご理解賜りますようよろしくお願い申しあげます。

　

証券コード：3395
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招集ご通知

2026年６月９日
（電子提供措置の開始日　2026年６月３日）

株 主 各 位 岡 山 市 北 区 平 田 1 7 3 番 地 1 0 4

代表取締役社長 藤 川 祐 樹

　[当社ウェブサイト]
https://www.saint-marc-hd.com/hd/ir/

　[株主総会資料　掲載ウェブサイト]
https://d.sokai.jp/3395/teiji/

　[東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）]
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

証券コード：3395

第35回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第35回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっておりますので、以下のいずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認く
ださいますようお願い申しあげます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「サンマルクホールディン
グス」又は「コード」に当社証券コード「3395」（半角）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧
書類／ＰＲ情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄より
ご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面（郵送）によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年６月24日（水曜日）
午後６時までに議決権を行使していただきたくお願い申しあげます。

敬　具

－ 1 －
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招集ご通知

■1 日 時 2026年６月25日（木曜日）午前11時
■2 場 所 岡山市北区下石井１丁目２番１号イオンモール岡山 ５階

おかやま未来ホール（イオンモール岡山 ５階）
（末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照ください。）

■3 目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第35期（自2025年４月１日至2026年３月31日）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第35期（自2025年４月１日至2026年３月31日）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

剰余金処分の件
定款一部変更の件
取締役10名選任の件
監査役３名選任の件

･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトに修正した旨、修正前の事項及び
修正後の事項を掲載させていただきます。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内

インターネット等で議決権を行使される場合

パソコン又はスマートフォンから議決権行使サイト（https://evote.
tr.mufg.jp/）にアクセスし、議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及
び「仮パスワード」をご入力いただき、画面の案内に従って議案に対する賛否を
ご入力ください。

行使期限
　 2026年６月24日（水曜日）午後６時入力分まで

書面(郵送)で議決権を行使される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、
切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　 2026年６月24日（水曜日）午後６時到着分まで

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

開催日時
　 2026年６月25日（木曜日）午前11時

　議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

※ 議決権行使書面において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとしてお取り扱いいたし
ます。

※ インターネット等と書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による議決権行使の内容を
有効として取扱わせていただきます。

※ インターネット等により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

－ 3 －
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インターネット等による議決権行使のご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワー
ドを入力することなく、議決権行使サイトにログイン
することができます。

ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使
サイト https://evote.tr.mufg.jp/

　
議決権行使書用紙に記載のQRコードを
読み取ってください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・
仮パスワード」を入力しクリックしてください。2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク
0120-173-027

（通話料無料／受付時間 9：00～21：00）

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

－ 4 －
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剰余金処分議案

第１号議案 剰余金処分の件
■ 株主総会参考書類 ■

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項
　第35期の期末配当につきましては、当事業年度の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまし
て次のとおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき26円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は557,377,574円となります。また、2025年12月に１株につき
26円の中間配当を実施しており、これにより通期の配当金は52円となります。

③　剰余金の配当が効力を生ずる日
　2026年６月26日といたしたいと存じます。

－ 5 －
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定款一部変更議案

第２号議案 定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案

（目　的） （目　的）
第２条　当会社は、次の事業を営む会社及びこ

れに相当する事業を営む外国会社の株
式を所有することにより、当該会社の
事業活動を支配・管理することを目的
とする。

第２条　当会社は、次の事業を営む会社及びこ
れに相当する事業を営む外国会社の株
式を所有することにより、当該会社の
事業活動を支配・管理することを目的
とする。

(１) 飲食店及び食料品販売店の経営 (１) 飲食店及び食料品販売店の経営
(２) フランチャイズチェーンシステムによる飲

食店及び食料品販売店の経営
(２) フランチャイズチェーンシステムによる飲

食店及び食料品販売店の経営
(３) 飲食店及び食料品販売店のフランチャイズ

チェーンシステムの研究開発業務
(３) 飲食店及び食料品販売店のフランチャイズ

チェーンシステムの研究開発業務
(４) 飲食店及び食料品販売店のフランチャイズ

チェーン店の加盟募集及び加盟店の指導業
務

(４) 飲食店及び食料品販売店のフランチャイズ
チェーン店の加盟募集及び加盟店の指導業
務

(５) 食料品の製造及び販売 (５) 食料品の製造及び販売
（新　設） (６) 農産物の生産、加工及び販売
（新　設） (７) 農作業の受託、請負、委託

(６) 絵画、その他美術工芸品の販売 (８) 絵画、その他美術工芸品の販売
(７) コンピューターシステムの企画、開発、導

入及び保守、点検
(９) コンピューターシステムの企画、開発、導

入及び保守、点検

１．提案の理由
（１） 取締役の経営責任をより明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築する

こと、及び株主の皆様からの信任の機会を増やすことを目的として、取締役の任期を２年か
ら１年に変更するものであります。

（２） 事業持株会社としてフランチャイズチェーンシステムを含むレストラン及びカフェ等の事業
を行う子会社の経営管理等を行う当社の事業実態を踏まえ、定款記載の明確化及び簡素化を
図るものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 6 －
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
(８) コンピューターシステム及び経営に関する

コンサルタント業
(10) コンピューターシステム及び経営に関する

コンサルタント業
(９) コンピューターソフトウェアの企画､開発､

導入に関するコンサルタント業
(11) コンピューターソフトウェアの企画､開発､

導入に関するコンサルタント業
(10) コンピューターソフトウェアの技術情報提

供、販売及び保守、点検
(12) コンピューターソフトウェアの技術情報提

供、販売及び保守、点検
(11) コンピューターソフトウェアの運用、使用

の指導
(13) コンピューターソフトウェアの運用、使用

の指導
(12) コンピューター及び事務用機器の販売及び

保守、点検
(14) コンピューター及び事務用機器の販売及び

保守、点検
(13) 教育用図書の制作及び販売 (15) 教育用図書の制作及び販売
(14) 不動産の賃貸、仲介及び管理 (16) 不動産の賃貸、仲介及び管理
(15) 動産の賃貸及び管理 (17) 動産の賃貸及び管理
(16) 通信販売業 (18) 通信販売業
(17) 労働者派遣業 (19) 労働者派遣業
(18) 人材育成のための教育事業並びに研修業務 (20) 人材育成のための教育事業並びに研修業務
(19) 前各号に附帯関連する一切の業務 (21) 前各号に附帯関連する一切の事業
２．当会社は、前項の目的のほか、次の事業を

営むことを目的とする。
２．当会社は、前項の事業のほか、次の事業を

営むことを目的とする。
(１) 飲食店及び食料品販売店の経営 （削　除）
(２) フランチャイズチェーンシステムによる飲

食店及び食料品販売店の経営
（削　除）

(３) 飲食店及び食料品販売店のフランチャイズ
チェーンシステムの研究開発業務

（削　除）

(４) 飲食店及び食料品販売店のフランチャイズ
チェーン店の加盟募集及び加盟店の指導業
務

（削　除）

(５) 食料品の製造及び販売 （削　除）
(６) 農産物の生産、加工及び販売 （削　除）
(７) 絵画、その他美術工芸品の販売 （削　除）
(８) コンピューターシステムの企画、開発、導

入及び保守、点検
（削　除）

－ 7 －
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
(９) コンピューターシステム及び経営に関する

コンサルタント業
（削　除）

(10) コンピューターソフトウェアの企画､開発､
導入に関するコンサルタント業

（削　除）

(11) コンピューターソフトウェアの技術情報提
供、販売及び保守、点検

（削　除）

(12) コンピューターソフトウェアの運用、使用
の指導

（削　除）

(13) コンピューター及び事務用機器の販売及び
保守、点検

（削　除）

(14) 教育用図書の制作及び販売 （削　除）
(15) 不動産の賃貸、仲介及び管理 （削　除）
(16) 動産の賃貸及び管理 （削　除）
(17) 通信販売業 （削　除）
(18) 労働者派遣業 （削　除）
(19) 人材育成のための教育事業並びに研修業務 （削　除）
(20) 飲食店のメニュー及び食料品販売店の商品

の企画、立案
(１) 飲食店のメニュー及び食料品販売店の商品

の企画、立案
(21) 飲食店及び食料品販売店の業態の企画、立

案
(２) 飲食店及び食料品販売店の業態の企画、立

案
(22) 飲食店及び食料品販売店の運営管理受託業

務
(３) 飲食店及び食料品販売店の運営管理受託業

務
(23) 店舗立地及び店舗構造に関する調査及び研

究
(４) 店舗立地及び店舗構造に関する調査及び研

究
(24) 飲食店及び食料品販売店の販売促進、宣伝

活動の研究及び企画の請負
(５) 飲食店及び食料品販売店の販売促進、宣伝

活動の研究及び企画の請負
(25) コンピューターシステムによるデータ処理

及び経理等の計算業務の受託
(６) コンピューターシステムによるデータ処理

及び経理等の計算業務の受託
(26) 物流システムの研究開発及び運営管理受託

業務
(７) 物流システムの研究開発及び運営管理受託

業務
(27) 建設コンサルタント業務 (８) 建設コンサルタント業務
(28) 建築の設計及び監理 (９) 建築の設計及び監理

－ 8 －
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
(29) 損害保険代理業及び生命保険の募集に関す

る業務
(10) 損害保険代理業及び生命保険の募集に関す

る業務
(30) 有価証券の売買、保有及び運用 (11) 有価証券の売買、保有及び運用
(31) 当会社がその株式を所有する他の株式会社

への経営指導
(12) 当会社がその株式を所有する他の株式会社

への経営指導
(32) 商標等の維持・管理、使用権の許諾 (13) 商標等の維持・管理、使用権の許諾
(33) 前各号に附帯関連する一切の事業 (14) 前各号に附帯関連する一切の事業
３．（略） ３．（略）

（任　期） （任　期）
第21条　取締役の任期は、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関
する定時株主総会の終結の時までとす
る。

第21条　取締役の任期は、選任後１年以内に終
了する事業年度のうち最終のものに関
する定時株主総会の終結の時までとす
る。

２．増員又は補欠として選任された取締役の任
期は、在任取締役の任期の満了する時まで
とする。

（削　除）

－ 9 －
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取締役選任議案

第３号議案 取締役10名選任の件

候補者番号 氏　　名 当社における地位及び担当

１ ふじ

藤
 

　
かわ

川
 

　
 

　
ゆう

祐
 

　
き

樹 代表取締役社長 再 任　

２ なん

難
 

　
ば

波
 

　
 

　
 

　
 

　
あつし

篤 取締役人材開発、リスク・コン
プライアンス担当 再 任　

３ いい

飯
 

　
だ

田
 

　
 

　
たか

隆
 

　
ふみ

文 取締役商品本部長 再 任　

４ ひと

一
 

　
すぎ

杉
 

　
 

　
ひろ

博
 

　
ふみ

文 取締役店舗開発本部長 再 任　

5 おか

岡
 

　
むら

村
 

　
 

　
あつ

淳
 

　
ひろ

弘 取締役管理本部長 再 任　

6 なか

中
 

　
がわ

川
 

　
 

　
まさ

雅
 

　
ふみ

文 取締役 再 任 社 外 独 立　

7 わた

渡
 

　
なべ

辺
 

　
 

　
かつ

勝
 

　
し

志 取締役 再 任 社 外 独 立　

8 きた

北
 

　
がわ

川
 

　
 

　
しん

真
 

　
や

也 取締役 再 任 社 外 独 立　

9 はら

原
 

　
 

　
 

　
 

　
まゆ

繭
 

　
こ

子 取締役 再 任 社 外 独 立　

10 おう

王
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
れい

玲 取締役 再 任 社 外 独 立　

　取締役全員（11名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役10
名（うち社外取締役５名）の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 10 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な
氏 　 名

（生年月日）
略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

１

ふじ

藤
 

 
 

 
かわ

川
 

 
 

 
ゆう

祐
 

 
 

 
き

樹
(1988年12月18日生)

再 任

21,959株

2011年４ 月 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会
社入社

2019年４ 月 当社入社 管理本部ＩＲ担当部長
2019年12月 当社執行役員社長室(現経営企画室)副室長
2020年６ 月 当社取締役社長室(現経営企画室)長
2022年１ 月 当社代表取締役社長（現任）
　

選任理由
同氏は、証券会社における経歴と実務経験並びに当社の取締役経営企画室長として社長を補佐することにより培わ
れた豊富な専門知識と幅広い見識から、当社の代表取締役社長として、当社の経営に関する重要事項の意思決定及
び業務執行の監督等を適正かつ適切に遂行する適任者であると判断し、引き続き取締役としての選任をお願いする
ものであります。

2

なん

難
 

 
 

 
ば

波
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
あつし

篤
(1978年９月９日生)

再 任

20,559株

2007年12月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人ト
ーマツ）入所

2012年６ 月 当社入社
2013年４ 月 当社管理本部広報ＩＲ担当マネージャー
2013年９ 月 公認会計士登録（現在）
2017年４ 月 当社管理本部管理部長
2018年４ 月 当社執行役員管理本部管理部長
2018年８ 月 当社執行役員管理本部長
2020年６ 月 当社代表取締役社長
2022年１ 月 当社取締役人材開発、リスク・コンプライ

アンス担当（現任）
　

選任理由
同氏は、当社の広報IR部門の責任者並びに子会社の取締役及び監査役を歴任するとともに、代表取締役社長とし
て、当社の経営に関する重要事項の意思決定及び業務執行の監督等を適正かつ適切に遂行してきた豊富な経験と幅
広い見識を有しているため、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

－ 11 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な
氏 　 名

（生年月日）
略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

３

いい

飯
 

 
 

 
だ

田
 

 
 

 
たか

隆
 

 
 

 
ふみ

文
(1967年６月29日生)

再 任

10,700株

1985年４ 月 サイタ工業株式会社入社
2003年５ 月 株式会社マグナ入社
2009年４ 月 当社入社
2012年４ 月 当社商品第２部長
2017年４ 月 当社執行役員商品第２部長
2019年12月 当社執行役員SSC本部（現商品本部）副本

部長
2020年６ 月 当社取締役SSC本部（現商品本部）長（現

任）
　

選任理由
同氏は、当社の取締役商品本部長を務め、グループ全体の厨房機器開発及びメンテナンスを含めた店舗設備や営業
面全般に関する経験と幅広い見識を有しているため、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

４

ひと

一
 

 
 

 
すぎ

杉
 

 
 

 
ひろ

博
 

 
 

 
ふみ

文
(1970年３月11日生)

再 任

12,131株

1992年４ 月 株式会社スペース入社
2015年３ 月 当社入社
2015年４ 月 当社店舗開発本部設計担当マネージャー
2018年４ 月 当社店舗開発本部設計担当部長
2019年12月 当社執行役員店舗開発本部副本部長
2020年６ 月 当社取締役店舗開発本部長（現任）
　

選任理由
同氏は、当社の取締役店舗開発本部長を務め、グループ全業態における店舗立地の開発及び店舗建築設計に関する
経験と幅広い見識を有し、当社の成長基盤の構築に重要な役割を果たしているため、引き続き取締役としての選任
をお願いするものであります。

－ 12 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な
氏 　 名

（生年月日）
略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

5

おか

岡
 

 
 

 
むら

村
 

 
 

 
あつ

淳
 

 
 

 
ひろ

弘
(1976年11月８日生)

再 任

15,359株

2004年12月 あずさ監査法人（現有限責任あずさ監査法
人）入所

2008年５ 月 公認会計士登録（現在）
2013年９ 月 当社入社 管理本部財務担当マネージャー
2017年４ 月 当社管理本部部長 兼 財務担当 兼 ＩＲ担

当
2019年12月 当社執行役員管理本部副本部長
2020年 ６月 当社取締役管理本部長（現任）
　

選任理由
同氏は、当社の取締役管理本部長を務め、財務、ＩＲを含む企業情報開示に関する経験と公認会計士としての豊富
な専門知識を有しており、当社の管理部門の統括等の役割を担う適任者であると判断し、引き続き取締役としての
選任をお願いするものであります。

6

なか

中
 

 
 

 
がわ

川
 

 
 

 
まさ

雅
 

 
 

 
ふみ

文
(1974年２月22日生)

再 任
社 外
独 立

6,227株

1996年４ 月 中央監査法人入所
1999年４ 月 公認会計士登録（現在）
2007年７ 月 京都監査法人（現PwC Japan有限責任監

査法人）入所
2009年６ 月 京都監査法人（現PwC Japan有限責任監

査法人）パートナー
2011年７ 月 中川公認会計士事務所代表（現在）
2011年９ 月 税理士登録（現在）
2014年６ 月 当社取締役（現任）
2015年６ 月 はるやま商事株式会社（現株式会社はるや

まホールディングス）監査役
2023年６ 月 同社取締役（現任）
　

選任理由及び期待される役割の概要
同氏は、公認会計士としての幅広い知見と会計監査及びコンサルティング業務を手がける中で多くの企業に関わっ
てきた豊富な経験を有しております。社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありません
が、上記の幅広い知見と豊富な経験を当社の経営に反映し、適切な助言、監督を行っていただけるものと判断し、
社外取締役としての選任をお願いするものであります。また、当社の任意の委員会である指名・報酬委員会の委員
長として、取締役及び監査役の選解任に関する事項並びに報酬案を適正に審議いただき、独立かつ客観的・中立的
な立場から透明性の高いガバナンス体制の構築に関与いただくことを期待しております。同氏の当社社外取締役の
在任期間は本総会終結の時をもって12年であります。

－ 13 －



2026/05/27 10:39:33 / 25302650_株式会社サンマルクホールディングス_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な
氏 　 名

（生年月日）
略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

7

わた

渡
 

 
 

 
なべ

辺
 

 
 

 
かつ

勝
 

 
 

 
し

志
(1965年８月29日生)

再 任
社 外
独 立

525株

1995年４ 月 岡山弁護士会に弁護士登録（現在）
1995年４ 月 山下一盛法律事務所入所
1998年４ 月 渡辺勝志法律事務所所長（現在）
2007年４ 月 岡山弁護士会副会長
2009年12月 岡山市教育委員会委員
2012年９ 月 岡山市教育委員会委員長
2017年６ 月 当社取締役（現任）
　

選任理由及び期待される役割の概要
同氏は、弁護士としての幅広い知見、法務に関する経験を有しております。当社の社外役員となること以外の方法
で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の幅広い知見と豊富な経験を当社の経営に反映し、適切な助
言、監督を行っていただけるものと判断し、社外取締役としての選任をお願いするものであります。また、当社の
任意の委員会である指名・報酬委員会の委員として、取締役及び監査役の選解任に関する事項並びに報酬案を適正
に審議いただき、独立かつ客観的・中立的な立場から透明性の高いガバナンス体制の構築に関与いただくことを期
待しております。同氏の当社社外取締役の在任期間は本総会終結の時をもって９年であります。

8

きた

北
 

 
 

 
がわ

川
 

 
 

 
しん

真
 

 
 

 
や

也
(1978年４月15日生)

再 任
社 外
独 立

552株

2003年４ 月 北川正恭事務所入所
2008年10月 株式会社ファジアーノ岡山スポーツクラブ

社長室経営企画特命プロジェクトリーダー
2017年４ 月 同社ホームタウン推進（法人）部長
2018年２ 月 同社取締役ホームタウン推進（法人）部長
2018年３ 月 同社取締役社長
2019年２ 月 同社代表取締役社長
2022年６ 月 当社取締役（現任）
2024年３ 月 株式会社ファジアーノ岡山スポーツクラブ

代表取締役会長（現任）
　

選任理由及び期待される役割の概要
同氏は、2019年2月より株式会社ファジアーノ岡山スポーツクラブ代表取締役社長、2024年３月より同社代表取
締役会長を務め、経営者としての豊富な経験と幅広い知見を有しております。上記の豊富な経験と知見を当社の経
営に反映し、適切な助言、監督を行っていただけるものと判断し、社外取締役としての選任をお願いするものであ
ります。同氏には中長期的な企業価値の向上のため、経営体制の強化に貢献いただくとともに、当社の任意の委員
会である指名・報酬委員会の委員として、取締役及び監査役の選解任に関する事項並びに報酬案を適正に審議いた
だき、独立かつ客観的・中立的な立場から透明性の高いガバナンス体制の構築に関与いただくことを期待しており
ます。同氏の当社社外取締役の在任期間は本総会終結の時をもって４年であります。

－ 14 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な
氏 　 名

（生年月日）
略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

9

は ら

原
 

　
 

　
ま ゆ

繭
 

　
こ

子
(1965年６月３日生)

再 任
社 外
独 立

256株

1989年 4 月 ハーゲンダッツ ジャパン株式会社入社
店舗開発部配属

2002年10月 中央青山監査法人（後にみすず監査法人へ
改称）入所

2007年 1 月 公認会計士登録（現在）
2007年８ 月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人ト

ーマツ）入所
2012年４ 月 大阪市入庁

行政委員会事務局監査部配属
2017年４ 月 原公認会計士事務所代表（現在）
2019年６ 月 株式会社ＰＡＬＴＡＣ監査役
2022年９ 月 株式会社Ａｎｄ Ｄｏホールディングス取

締役
2023年６ 月 当社取締役（現任）
2024年４ 月 堺市代表監査委員（現任）
　

選任理由及び期待される役割の概要
同氏は、公認会計士としての幅広い知見、会計に関する豊富な経験を有しております。社外役員となること以外の
方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の幅広い知見と多店舗展開する外食産業企業での勤務経
験を当社の経営に反映し、適切な助言、監督を行っていただけるものと期待でき、併せてダイバーシティ（多様
性）推進の観点からも適任と判断し、社外取締役としての選任をお願いするものであります。同氏には中長期的な
企業価値の向上のため、経営体制の強化に貢献いただくとともに、当社の任意の委員会である指名・報酬委員会の
委員として、取締役及び監査役の選解任に関する事項並びに報酬案を適正に審議いただき、独立かつ客観的・中立
的な立場から透明性の高いガバナンス体制の構築に関与いただくことを期待しております。同氏の当社社外取締役
の在任期間は本総会終結の時をもって３年であります。

－ 15 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な
氏 　 名

（生年月日）
略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

10

 
お う

王
 

 
  

 
 

　
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
れ い

玲
(1992年12月30日生)

再 任
社 外
独 立

157株

2015年４ 月 Ａ．Ｔ．カーニー株式会社入社
2017年３ 月 株式会社リクルートホールディングス入社
2019年４ 月 株式会社ストライプデパートメント入社
2019年８ 月 株式会社ストライプインターナショナル入

社
2020年６ 月 株式会社アダストリア入社
2022年４ 月 ファンファーレ株式会社入社
2022年６ 月 同社ＣＯＯ
2023年６ 月 当社取締役（現任）
2024年３ 月 株式会社ＭＢＳイノベーションドライブ入

社（現在）
2025年５ 月 株式会社ベルク取締役（現任）
　

選任理由及び期待される役割の概要
同氏は、ＢtoＣビジネスに関する幅広い知見と豊富な経験を有しております。また、ファンファーレ株式会社のＣ
ＯＯを務めた経験を有し、企業経営に関する知見と経験を併せ持っております。上記の幅広い知見と豊富な経験を
当社の経営に反映し、適切な助言、監督を行っていただけるものと期待でき、併せてダイバーシティ（多様性）推
進の観点からも適任と判断し、社外取締役としての選任をお願いするものであります。同氏には中長期的な企業価
値の向上のため、経営体制の強化に貢献いただくとともに、当社の任意の委員会である指名・報酬委員会の委員と
して、取締役及び監査役の選解任に関する事項並びに報酬案を適正に審議いただき、独立かつ客観的・中立的な立
場から透明性の高いガバナンス体制の構築に関与いただくことを期待しております。同氏の当社社外取締役の在任
期間は本総会終結の時をもって３年であります。

(注)１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．中川雅文、渡辺勝志、北川真也、原繭子、王玲の各氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社は、中川雅文、渡辺勝志、北川真也、原繭子、王玲の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており

ます。各氏が選任された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。
４．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内

容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる
ことのある損害を当該保険契約による保険会社が填補するものであります。重任予定の各取締役候補者は、既に当該保険の被
保険者です。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

５．原繭子氏の戸籍上の氏名は、有馬繭子であります。
６．王玲氏の戸籍上の氏名は、三木玲であります。

－ 16 －
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監査役選任議案

第４号議案 監査役３名選任の件

候補者番号 氏　　名 　　当社における地位

１ と

富
 

　
がし

樫
 

　
 

　
 

　
 

　
つかさ

司 常勤監査役 再 任　

２ き

木
 

　
むら

村
 

　
 

　
み

美
 

　
き

樹 監査役 再 任 社 外 独 立　

３ うえ

上
 

　
はら

原
 

　
 

　
つね

恒
 

　
ひさ

久 － 新 任 社 外 独 立　

　監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役３名
の選任をお願いするものであります。
　本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

－ 17 －
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監査役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な
氏 　 名

（生年月日）
略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

１

と

富
 

 
 

 
が し

樫
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
つかさ

司
(1956年10月17日生)

再 任
41,010株

1980年４ 月 株式会社マルエツ入社
1981年 9 月 新谷製菓株式会社入社
1989年３ 月 旧株式会社サンマルク入社
1991年 9 月 同社取締役総務部長
1996年４ 月 同社取締役店舗運営本部長
2002年６ 月 同社常務取締役営業本部長
2007年４ 月 株式会社サンマルク代表取締役社長
2020年４ 月 当社執行役員事業会社担当
2020年６ 月 当社取締役事業会社担当兼事業開発本部長
2022年６ 月 当社常勤監査役（現任）
　

選任理由
同氏は、当社グループ創業期より長年にわたり経営全般に携わり、当社取締役及び当社子会社の代表取締役社長を
経験するなど、社内状況に精通し事業経営全般に関する豊富な経験と幅広い見識を有していることから、当社経営
に対する適切な監査、監督を行っていただけるものと判断し、監査役としての選任をお願いするものであります。

２

き

木
 

 
 

 
む ら

村
 

 
 

 
み

美
 

 
 

 
き

樹
(1979年６月21日生)

再 任
社 外
独 立

276株

2004年10月 大阪弁護士会に弁護士登録（現在）
2004年10月 岡田春夫綜合法律事務所入所（現在）
2012年７ 月 ニューヨーク州弁護士登録（現在）
2018年３ 月 株式会社ニチリン監査役
2021年３ 月 株式会社ニチリン取締役（現任）
2022年６ 月 当社監査役（現任）
　

選任理由
同氏は、弁護士としての経験と法務知識を有し、また、海外法務にも精通していることから、これらの専門的な見
識を背景とした当社経営に対する適切な監査、監督を行っていただけるものと期待でき、併せてダイバーシティ
（多様性）推進の観点からも適任と判断し、社外監査役としての選任をお願いするものであります。なお、同氏は
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外監査役とし
てその職務を適切に遂行できるものと判断しております。同氏の当社監査役の在任期間は本総会終結の時をもって
4年であります。

－ 18 －
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監査役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な
氏 　 名

（生年月日）
略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

３

う え

上
 

 
 

 
は ら

原
 

 
 

 
つ ね

恒
 

 
 

 
ひ さ

久
(1964年８月12日生)

新 任
社 外
独 立

－株

1988年４ 月 株式会社三和銀行（現株式会社三菱UFJ銀
行）入行

2001年４ 月 三和証券株式会社（現三菱UFJモルガン・
スタンレー証券株式会社）出向

2015年６ 月 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会
社執行役員

2019年12月 auカブコム証券株式会社（現三菱UFJ e 
スマート証券株式会社）取締役常務執行役
員

2021年４ 月 同社取締役専務執行役員
2024年７ 月 同社顧問
2025年３ 月 東京藝術大学資金運用管理委員会外部委員

（現任）
　

選任理由
同氏は、大手金融機関において要職を歴任され経営に関する豊富な実務経験を有し、またガバナンスや内部統制に
関する豊富な知見を有していることから、当社経営に対する適切な監査、監督を行っていただけるものと期待し、
社外監査役としての選任をお願いするものであります。

(注)１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．木村美樹、上原恒久の両氏は、社外監査役候補者であります。
３．当社は、木村美樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、

引き続き独立役員とする予定であります。
４．当社は、上原恒久氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定であります。
５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内

容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる
ことのある損害を当該保険契約による保険会社が填補するものであります。重任予定の各監査役候補者は、既に当該保険の被
保険者です。新任予定の監査役候補者は新たに当該保険の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても
同内容での更新を予定しております。

６． 木村美樹氏の戸籍上の氏名は、針谷美樹（はりがい みき）であります。

－ 19 －
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監査役選任議案

会社における
地位 氏名 性

別

社
外
役
員

独
立
役
員

企
業
経
営

マ

ー

ケ
テ
ィ
ン
グ
・
店
舗
開
発

財
務
・
会
計

I
T
・
D
X

人
事
労
務
・
人
材
開
発

法
務
・
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
・
E
S
G

グ
ロ

ー

バ
ル

代表取締役社長 藤川　祐樹 男性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
取締役 難波　篤 男性 〇 〇 〇 〇 〇
取締役 飯田　隆文 男性 〇 〇 〇
取締役 一杉　博文 男性 〇 〇 〇
取締役 岡村　淳弘 男性 〇 〇 〇 〇 〇
取締役 中川　雅文 男性 〇 〇 〇 〇 〇 〇
取締役 渡辺　勝志 男性 〇 〇 〇 〇 〇
取締役 北川　真也 男性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
取締役 原　繭子 女性 〇 〇 〇 〇 〇 〇
取締役 王　玲 女性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

常勤監査役 富樫　司 男性 〇 〇 〇
監査役 木村　美樹 女性 〇 〇 〇 〇
監査役 上原　恒久 男性 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(ご参考)取締役及び監査役のスキルマトリックスについて
　第３号議案及び第４号議案が原案どおり可決された場合の取締役及び監査役のスキルマトリックス
は以下のとおりであります。

以　上

－ 20 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

■ 事業報告 (自2025年４月１日　至2026年３月31日)  ■
１．企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、賃上げの継続による所得環境の改善や堅調なインバウ
ンド需要を背景に、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、米国の通商・金融政策の動
向、中東情勢の緊迫化やロシア・ウクライナ情勢の長期化などに伴う地政学リスクの高まりに加
え、原材料価格やエネルギー価格の高止まり、為替変動の影響等により、先行き不透明な状況が
継続しております。
　外食業界におきましては、インバウンド需要や人流は底堅く推移したものの、原材料費の高騰
や人件費の上昇に加え、物価上昇に伴う消費者の節約志向の高まりも見られ、引き続き厳しい経
営環境が続いております。
　このような状況の下、当社グループにおきましては、2025年11月に更新した中期経営計画に
基づき、既存事業の競争力強化と新たな成長基盤の構築に取り組んでまいりました。
　鎌倉パスタ業態におきましては、派生業態の展開およびグランドメニューのリニューアルを通
じて商品力の強化を図るとともに、店舗改装を進めることで顧客体験価値の向上に努めてまいり
ました。サンマルクカフェ業態におきましては、期間限定商品の開発や価格戦略の最適化により
客数及び客単価の向上を図り、既存店の収益力強化に取り組んでまいりました。
　また、第三の柱として位置付ける牛カツ定食業態におきましては、京都勝牛業態は国内外での
出店を進める一方、牛かつもと村業態は国内での出店を中心に展開し、それぞれのブランド特性
に応じた成長戦略を推進することで、グループ全体の企業価値向上に貢献してまいりました。
　さらに、全社的な取り組みとして、商品開発力の強化や価格の適正化に加え、原材料費のコン
トロールを含むコストマネジメントの徹底に取り組むとともに、独自アプリを展開している一部
業態を除き、グループ統合アプリの導入を通じて各業態の認知度向上及び利用頻度の増加を図
り、売上基盤の強化に努めてまいりました。なお、独自アプリを展開している業態につきまして
も、今後はグループ統合アプリの対象として検討を進めてまいります。
　これらの結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高884億32百万円（前期比24.7％増）、
経常利益50億58百万円（前期比31.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は27億５百万円
（前期比6.5％増）となりました。
　なお、期中に当社グループ全業態で合計34店舗を出店し、当連結会計年度末の店舗数は、直営
店814店舗、フランチャイズ店54店舗、合計868店舗体制となりました。

－ 21 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

　セグメント別の経営成績は次のとおりであります。
レストラン事業
　レストラン事業におきましては、「ベーカリーレストラン・サンマルク」は、引き続き不採算店舗
の整理に取り組みつつ、美術館レストランへのリニューアルの実験を行うなど業績改善に取り組んで
まいりました。店舗数につきましては、直営店29店舗、フランチャイズ店６店舗、計35店舗となり
ました。また、「ベーカリーレストラン・バケット」は、業績が堅調に推移する中、店内づくりのパ
ンにこだわった新たなベーカリーカフェ業態の開発に取り組んでまいりました。当連結会計年度中に
直営店５店舗出店し、これにより直営店72店舗となりました。
　スパゲティ専門店につきましては、主力業態である「生麺専門鎌倉パスタ」並びに派生業態である
「てっぱんのスパゲッティ」及び「おだしもん」の出店に注力するとともに、二年ぶりにグランドメ
ニューのリニューアルを行いました。当連結会計年度中に直営店６店舗出店し、これにより直営店
210店舗となりました。
　手握り回転寿司「すし処函館市場」につきましては、鮮度を重視した季節限定商品の開発及びSNS
の活用による販促への注力等により業績は堅調に推移いたしました。店舗数につきましては、直営店
５店舗、フランチャイズ店４店舗、計９店舗となりました。
　ドリア専門店「神戸元町ドリア」につきましては、その専門性を活かし、若年層に人気の「チーズ
＆ドリア．スイーツ」とともに出店を進める一方で、中華業態「台湾小籠包」につきましては、引き
続き不採算店舗の整理に取り組んでまいりました。当連結会計年度中に直営店２店舗出店し、これに
より直営店55店舗となりました。
　当社の実験業態の店舗数につきましては、直営店５店舗となりました。
　牛カツ定食業態をメインとする株式会社京都勝牛につきましては、国内外の旺盛な出店需要を背景
に当連結会計年度中に直営店６店舗、フランチャイズ店６店舗、計12店舗出店し、これにより直営
店69店舗、フランチャイズ店34店舗、計103店舗となりました。また、株式会社牛かつもと村の店
舗数につきましては、国内出店の進展により順調に推移し、当連結会計年度中に直営店６店舗を出店
し、直営店36店舗となりました。
　この結果、レストラン事業売上高は599億69百万円（前期比35.9％増）、営業利益は44億68百万
円（前期比17.3％増）となりました。

－ 22 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

種　　　　　　　　　類 金　　　額 構　成　比 前　期　比
百万円 ％ ％

直 営 店 売 上 86,495 97.8 124.4

ロ イ ヤ リ テ ィ 収 入 294 0.3 181.3

F C 関 連 等 売 上 1,642 1.9 137.3

合 計 88,432 100.0 124.7

喫茶事業
　喫茶事業におきましては、セルフサービス喫茶の「サンマルクカフェ」は、引き続きパンを中心と
した施策及び期間限定商品等の開発に取り組むとともに、実験業態である「サンマルクカフェ＆
茶」、新たな調理オペレーションである「ツーオーダー方式」の導入店舗の実験に取り組みました。
当連結会計年度中に直営店８店舗を出店し、直営店281店舗、フランチャイズ店８店舗、計289店舗
となりました。
　フルサービス喫茶の「倉式珈琲店」につきましては、和の要素を取り入れたフードメニューの充実
等により、ビジネスモデルの立て直しに取り組んでまいりました。店舗数につきましては、直営店
46店舗、フランチャイズ店２店舗、計48店舗となりました。
　喫茶文化の継承を軸とする「La Madrague」につきましては、店舗運営の見直しにより収益性の
改善に取り組みました。当連結会計年度中に直営店１店舗を出店し、店舗数は直営店６店舗となりま
した。なお、株式会社La Madragueにつきましては、連結計算書類に与える影響が軽微であったこ
とから、連結の範囲に含めておりませんでしたが、当連結会計年度において新規出店を行うなど、今
後は重要性が増すことを考慮し、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
　この結果、喫茶事業売上高は284億62百万円（前期比6.3％増）、営業利益は30億27百万円（前
期比35.3％増）となりました。

　当社連結グループのレストラン事業及び喫茶事業に係る種類別売上高は、次のとおりであります。
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

レストラン 2,045,247千円
喫茶 1,046,586千円
　合計 3,091,833千円

②　企業集団の設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資は、直営店として生麺専門鎌倉パスタ６店舗、サンマルクカフェ８
店舗、ベーカリーレストラン・バケット５店舗、神戸元町ドリア等２店舗、牛カツ京都勝牛６店
舗、牛かつもと村６店舗、喫茶マドラグ１店舗などの新店及びその他改装等に伴う建物設備、構
築物等総額30億91百万円を実施しております。
　セグメント別設備投資は以下のとおりであります。

　なお、上記の他に、当社の事業統括管理等に係る設備投資155,154千円があります。

③　企業集団の資金調達の状況
　前連結会計年度において、M&Aを実施したこと等に伴い手元資金水準が低下したため、当社
グループの経営の安定性を確保するため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。当
連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
　当座貸越契約の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　9,000,000千円
　借入実行残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,000,000千円
　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,000,000千円

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

⑦　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　当社孫会社である株式会社牛かつもと村は、2025年４月１日を効力発生日として、当社完全
子会社である株式会社B級グルメ研究所ホールディングス及びBQ International株式会社の吸収
合併を行い、同２社が営んでおりました事業に関するすべての権利義務を承継いたしました。
　当社孫会社である株式会社ゴリップは、2025年10月１日を効力発生日として、当社完全子会
社であるジーホールディングス株式会社及び株式会社OHANAの吸収合併を行い、同２社が営ん
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

でおりました事業に関するすべての権利義務を承継するとともに、株式会社ゴリップの商号を株
式会社京都勝牛へ変更いたしました。

区　分 第32期
（2023年３月期）

第33期
（2024年３月期）

第34期
（2025年３月期）

第35期
（当連結会計年度）
（2026年３月期）

売 上 高 (千円) 57,831,134 64,556,700 70,895,651 88,432,412

経 常 利 益 (千円) 1,596,815 2,753,446 3,839,428 5,058,738
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (千円) 416,538 969,517 2,540,608 2,705,773
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 (円) 20.15 47.47 123.62 125.23

総 資 産 (千円) 48,804,770 49,016,999 71,461,991 70,453,204

純 資 産 (千円) 30,350,883 30,149,136 30,856,549 31,488,164

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 1,475.89 1,474.82 1,410.08 1,468.83

区　分 第32期
（2023年３月期）

第33期
（2024年３月期）

第34期
（2025年３月期）

第35期
（当事業年度）

（2026年３月期）

売 上 高 (千円) 14,493,246 18,715,233 23,197,132 24,921,693

経 常 利 益 (千円) 2,124,862 2,419,546 2,300,699 2,274,974

当 期 純 利 益 (千円) 2,624,590 581,232 2,124,076 1,650,279
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 (円) 126.97 28.46 103.35 76.38

総 資 産 (千円) 34,822,057 34,836,963 52,231,256 49,639,280

純 資 産 (千円) 25,512,168 24,922,136 25,291,511 24,768,203

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 1,240.46 1,218.99 1,155.77 1,155.36

(2) 財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

(注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
なお、期中平均発行済株式総数は、自己株式数を控除して計算しております。

②　当社の財産及び損益の状況

(注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
 なお、期中平均発行済株式総数は、自己株式数を控除して計算しております。
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重要な親会社及び子会社の状況

会　　　　社　　　　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 鎌 倉 パ ス タ 100百万円 100.0％ 飲 食 業

株 式 会 社 サ ン マ ル ク グ リ ル 100百万円 100.0％ 飲 食 業

株 式 会 社 サ ン マ ル ク カ フ ェ 100百万円 100.0％ 飲 食 業

株 式 会 社 L a  M a d r a g u e 100百万円 100.0％ 飲 食 業

株 式 会 社 京 都 勝 牛 100百万円 100.0％ 飲 食 業

株 式 会 社 牛 か つ も と 村 5百万円 100.0％ 飲 食 業

名　称 特定完全子会社の住所 当事業年度末日における特定完全子会社の株式の帳簿価額 (千円)

株 式 会 社 京 都 勝 牛 京都市下京区中堂寺坊城
町28－5革命ビル 11,189,103

株 式 会 社 牛 か つ も と 村 岡 山 市 北 区 平 田173番 地
104 10,498,928

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

(注)１．株式会社La Madragueにつきましては当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
２．2025年４月１日を効力発生日として株式会社牛かつもと村（当社の孫会社であり、株式会社Ｂ級グルメ研究所ホールディングスの完全

子会社）を存続会社、株式会社Ｂ級グルメ研究所ホールディングス及びBQ International株式会社を消滅会社とする吸収合併を実施い
たしました。

３．2025年10月１日を効力発生日として株式会社ゴリップ（当社の孫会社であり、ジーホールディングス株式会社の完全子会社）を存続
会社、ジーホールディングス株式会社及び株式会社ＯＨＡＮＡを消滅会社とする吸収合併を実施するとともに、株式会社ゴリップの商
号を株式会社京都勝牛へ変更いたしました。また、同日をもって資本金の額を30百万円から100百万円に増額いたしました。

③　特定完全子会社に関する事項

(注) 当事業年度末日における当社の総資産額は、49,639,280千円であります。
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、外食需要は底堅く推移することが見込まれる一方、原材料費や人件
費の上昇が継続するなど、収益環境は引き続き厳しい状況が想定されます。
　このような状況の下、当社グループにおきましては、売上拡大に加え、収益性を重視した経営への
シフトを一層強化してまいります。
　既存事業におきましては、商品構成及び価格設計の見直しにより、客単価及び粗利の改善を図ると
ともに、出店につきましても投資効率を重視し、厳選した出店を進めてまいります。
　牛カツ定食業態におきましては、京都勝牛業態の海外展開を継続するとともに、牛かつもと村業態
につきましても海外展開を成長戦略の一環として推進することで、成長領域の拡張を図ってまいりま
す。また、国内におきましては、引き続き当社グループの成長ドライバーとして出店を推進してまい
ります。
　コスト面におきましては、単なるコスト削減ではなく、食材や産地の見直しを含め、調達先の多様
化を図ることにより、原価のコントロールを図るとともに、需要動向に応じた生産・在庫管理の最適
化を進めることで、収益構造の改善に取り組んでまいります。
　また、成長投資として、派生業態の開発や新たな収益機会の創出に取り組むとともに、主力業態に
おけるグループ統合アプリの活用を通じて顧客基盤の強化を図り、安定的な売上成長につなげてまい
ります。
　さらに、2026年５月に本社機能を京都へ移転したことにより、「京都ブランド」を活用したグロ
ーバル展開及び国内出店の加速、人材採用力の向上、グループシナジーの最大化を進めてまいりま
す。
　これらの取り組みを通じて、外部環境の変動に左右されにくい収益基盤の構築を進め、中長期的な
企業価値の向上を図ってまいります。
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主要な事業内容、主要な営業所

当 社

①　飲食店等の経営またはフランチャイズチェーンシステムによる飲食店等の経営
②　飲食店等を経営する子会社の支配管理
③　当社グループの店舗開発、業態・商品開発、教育等の実施
④　上記に附帯関連する一切の業務

子 会 社 ①　飲食店等の経営またはフランチャイズチェーンシステムによる飲食店等の経営
②　上記に附帯関連する一切の業務

(5) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

ベ ー カ リ ー レ ス ト ラ ン ・ サ ン マ ル ク 他 29店舗

す し 処 函 館 市 場 　 他 ５店舗

ベ ー カ リ ー レ ス ト ラ ン ・ バ ケ ッ ト 　 他 72店舗

倉 式 珈 琲 店 46店舗

生 麺 専 門 鎌 倉 パ ス タ 　 他 210店舗

神 戸 元 町 ド リ ア 　 他 55店舗

(6) 主要な営業所（2026年３月31日現在）
①　当社

本社　　　岡山市北区平田173番地104
店舗

②　子会社
株式会社鎌倉パスタ
本社　　　岡山市北区平田173番地104
店舗

株式会社サンマルクグリル
本社　　　岡山市北区平田173番地104
店舗
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主要な事業内容、主要な営業所

サ ン マ ル ク カ フ ェ 281店舗

喫 茶 マ ド ラ グ 他 ６店舗

牛 カ ツ 京 都 勝 牛 他 69店舗

牛 か つ も と 村 他 36店舗

株式会社サンマルクカフェ
本社　　　岡山市北区平田173番地104
店舗

株式会社Ｌａ　Ｍａｄｒａｇｕｅ
本社　　　京都市中京区上松屋町706番地5
店舗

株式会社京都勝牛
本社　　　京都市下京区中堂寺坊城町28－5革命ビル
店舗

株式会社牛かつもと村
本社　　　岡山市北区平田173番地104
店舗

（注）１．株式会社牛かつもと村の本社は2025年４月1日付で、岡山市北区平田173番地
104へ移転いたしました。

　　　２．2025年４月１日を効力発生日として、株式会社牛かつもと村を存続会社、株式会
社B級グルメ研究所ホールディングス及びBQ International株式会社を消滅会社と
する吸収合併を実施しております。

　　　３．2025年10月１日を効力発生日として、株式会社ゴリップを存続会社、ジーホール
ディングス株式会社及び株式会社OHANAを消滅会社とする吸収合併を行うととも
に、株式会社ゴリップの商号を株式会社京都勝牛へ変更いたしました。
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従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

従　　　　業　　　　員　　　　数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,229（7,568）名 142名増（160名増）

従　業　員　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平 均 勤 続 年 数

355（1,736）名 48名増（32名増) 42.5歳 7.5年

(7) 従業員の状況（2026年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

(注) 従業員数は就業人員数であり、パートタイマーは、当連結会計年度の平均人員（１日８時間換算による年間平均人数）を（　）外数で記載
しております。

②　当社の従業員の状況

(注) 従業員数は就業人員数であり、パートタイマーは、当事業年度の平均人員（１日８時間換算による年間平均人数）を（　）外数で記載して
おります。

借　入　先 借　入　額
株式会社中国銀行 13,500,000
株式会社広島銀行 2,354,169
株式会社三井住友銀行 2,249,992
株式会社滋賀銀行 1,000,000
株式会社百十四銀行 949,900

(8) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）
(単位：千円)

(注)当社においては、M&Aを実施したこと等に伴い手元資金水準が低下したため、当社グループの経営の安定性を確保するため、取引銀行２行
と極度額の総額90億円の当座貸越契約を締結しております。当該契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高は10億円であります。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　記載すべき事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

　①　発行可能株式総数 80,000,000株

　②　発行済株式の総数 22,941,111株

　③　株主数 71,982名（前期末比169名減）

株　　　　　　　主　　　　　　　名 持　　株　　数 持　株　比　率

片 山 智 恵 美 4,225,644株 19.71％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,158,800株 10.07％

株 式 会 社 ク レ オ 1,030,984株 4.81％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 830,100株 3.87％

株 式 会 社 中 国 銀 行 485,548株 2.26％
BNP PARIBAS NEW YORK BRANCH － PRIME 
BROKERAGE  CLEARANCE  ACCOUNT 381,500株 1.78％

公 益 財 団 法 人 サ ン マ ル ク 財 団 230,000株 1.07％
HSBC HONG KONG － TREASURY SERVICES 
A / C  A S I A N  E Q U I T I E S  D E R I V A T I V E S 224,100株 1.05％

岡 山 土 地 倉 庫 株 式 会 社 217,100株 1.01％

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K  3 8 5 7 8 1 179,878株 0.84％

２．会社の現況
(1) 株式の状況（2026年３月31日現在）

　④　大株主（上位10名）

(注) 持株比率は、自己株式（1,503,512株）を控除して計算しております。
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株式の状況、新株予約権等の状況

(2) その他株式に関する重要な事項
　当社は、2021年６月24日開催の第30回定時株主総会決議に基づき、譲渡制限付株式制度を導入
しております。これを受け、2025年７月17日開催の取締役会において譲渡制限付株式報酬としての
自己株式の処分を決議し、同年８月８日に当社の取締役（社外取締役を除く。）６名に対し自己株式
11,600株の処分を行っております。

(3) 新株予約権等の状況
①　当社役員が保有している新株予約権の内容の概要（2026年３月31日現在）

　該当事項はありません。
②　当事業年度中に当社従業員、子会社役員及び従業員に対して職務執行の対価として交付した新

株予約権の内容の概要
　該当事項はありません。

③　その他の新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏　　　　　名 担  当  及  び  重  要  な  兼  職  の  状  況

代 表 取 締 役 社 長 藤 川 祐 樹 －
取 締 役 難 波 　 篤 人材開発、リスク・コンプライアンス担当
取 締 役 飯 田 隆 文 商 品 本 部 長
取 締 役 一 杉 博 文 店 舗 開 発 本 部 長
取 締 役 下 司 貴 永 情 報 シ ス テ ム 本 部 長
取 締 役 岡 村 淳 弘 管 理 本 部 長

取 締 役 中 川 雅 文 公 認 会 計 士 ・ 税 理 士
株式会社はるやまホールディングス取締役

取 締 役 渡 辺 勝 志 弁 護 士

取 締 役 北 川 真 也 株式会社ファジアーノ岡山スポーツクラブ
代 表 取 締 役 会 長

取 締 役 原 　 繭 子 公 認 会 計 士 ・ 税 理 士
取 締 役 王 玲 株 式 会 社 ベ ル ク 取 締 役
常 勤 監 査 役 富 樫 　 司 －

監 査 役 福 原 一 義 公 認 会 計 士 ・ 税 理 士
株式会社ウエスコホールディングス取締役

監 査 役 木 村 美 樹 弁 護 士
株 式 会 社 ニ チ リ ン 取 締 役

(4) 会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

(注) １. 取締役中川雅文、渡辺勝志、北川真也、原繭子及び王玲の各氏は、社外取締役であります。
２. 監査役福原一義及び木村美樹の両氏は社外監査役であります。
３. 取締役中川雅文氏、取締役原繭子氏及び監査役福原一義氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。
４. 取締役渡辺勝志氏及び監査役木村美樹氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有するものであります。
５. 当社は、取締役中川雅文、渡辺勝志、北川真也、原繭子、王玲及び監査役木村美樹の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。
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②　事業年度中に辞任または解任された取締役及び監査役
　該当事項はありません。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社及び子会社の取締役及び監査役を被保険者とする、会社法第
430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。保険料は全額当社が
負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責
任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約による保険会社
が填補するものであり、１年毎に契約更新しております。
　なお、当該保険契約では、犯罪行為や意図的に違法行為を行なった役員自身の損害等は補償の
対象外とすることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
を講じております。
　次回更新時には同内容での更新を予定しております。

④　役員報酬等の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月15日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決
定方針を決議し、2021年６月24日開催の取締役会においてこれを改定しております。2021年
２月15日の取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬委員会へ
諮問し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定
方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指
名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであ
ると判断しております。
　当社の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。
a ．基本方針

取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう
企業価値と連動した報酬体系とすることを基本方針としており、基本報酬と非金銭報酬（譲
渡制限付株式報酬）から構成しております。

b ．基本報酬に関する方針
取締役の基本報酬は、2016年６月28日開催の第25回定時株主総会において、年額450百
万円以内（うち社外取締役分50百万円以内）と決議しております。また、支給は、月次で
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の固定報酬としており、担当職務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘案して決定します。
c ．非金銭報酬等に関する方針

取締役（社外取締役を除きます、以下「対象取締役」といいます。）に当社の企業価値の持
続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、対象取締役と株主の皆様との一層の価
値共有を進めることを目的として譲渡制限付株式報酬を付与しております。報酬限度額は
2021年６月24日開催の第30回定時株主総会において、年額80百万円以内と決議しており
ます。譲渡制限付株式の割当ては、当社における対象取締役の貢献度等諸般の事情を勘案し
て決定します。

d ．報酬等の割合に関する方針
報酬等の種類ごとの割合は、職位に応じて、固定報酬は80～90％、非金銭報酬（譲渡制限
付株式報酬）は10～20％を目安としております。社外取締役の報酬は、固定報酬のみとし
ております。

e ．報酬等の付与時期や条件に関する方針
取締役の報酬は、過半数の委員を独立社外取締役で構成する指名・報酬委員会にて審議及び
答申を経た上で、当社取締役会より一任された代表取締役社長が決定することとします。決
定された固定報酬は毎月支給、非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬）は毎年８月に付与いたし
ます。

f ． 報酬等の決定の委任に関する事項
取締役会は、代表取締役社長藤川祐樹に対し各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く
各取締役の非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬）の決定を委任しております。委任した理由
は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役
社長が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、
事前に指名・報酬委員会がその妥当性等について確認しております。
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区　　　分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
(うち社外取締役)

203,691千円
(27,288千円)

176,808千円
(27,288千円)

－千円
(－千円)

26,883千円
(－千円)

11名
(５名)

監 査 役
(うち社外監査役)

14,310千円
(7,350千円)

14,310千円
(7,350千円)

－千円
(－千円)

－千円
(－千円)

３名
(２名)

合 計
( う ち 社 外 役 員 )

218,001千円
(34,638千円)

191,118千円
(34,638千円)

－千円
(－千円)

26,883千円
(－千円)

14名
(７名)

区　　分 氏　　名 兼 　務 　先 　会 　社 　名 兼職の内容 当社との関係

社 外 取 締 役 中 川 雅 文 株式会社はるやまホールディングス 社 外 取 締 役 －

社 外 取 締 役 北 川 真 也 株 式 会 社 フ ァ ジ ア ー ノ 岡 山
ス ポ ー ツ ク ラ ブ

代 表 取 締 役
会 長 －

社 外 取 締 役 王 玲 株 式 会 社 ベ ル ク 社 外 取 締 役 －

社 外 監 査 役 福 原 一 義 株式会社ウエスコホールディングス 社 外 取 締 役 －

社 外 監 査 役 木 村 美 樹 株 式 会 社 ニ チ リ ン 社 外 取 締 役 －

⑤　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

(注) １. 取締役の報酬等の限度額は、2016年６月28日開催の第25回定時株主総会において、年額450百万円以内（うち社外取締役分50百万
円以内）と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、７名（うち、社外取締役は１名）であります。

２. 取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式に関する報酬として支給する金銭報酬債権の総額を前記報酬等の限度額の範囲内
で年額80百万円以内、割り当てる譲渡制限付株式の上限を３万株とすることにつき、2021年６月24日開催の第30回定時株主総会に
おいて決議しております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は、７名であります。

３. 監査役の報酬等の限度額は、2005年11月24日開催の臨時株主総会において、月額3,300千円以内と決議しております。当該株主総会
終結時点の監査役の員数は、４名であります。

４. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、譲渡制限付株式であります。また、当事業年度における交付状況は、「(2)その他株式に関
する重要な事項」に記載しております。

⑥　社外役員の重要な兼職の状況等

(注) 社外取締役中川雅文、北川真也、王玲、社外監査役福原一義、木村美樹の各氏の兼職先と当社の間には特別の関係はありません。
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区　分 氏　　　名 主な活動状況及び
社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

社 外
取 締 役

中 川 雅 文

当事業年度開催の定例取締役会のすべてに出席し、主に公認会計
士、税理士としての専門的見地から、必要に応じて意思決定の妥当
性・適正性を確保するための助言、発言を行っております。
また、指名・報酬委員会の委員長を務め、取締役の選定や、報酬制
度について審議し取締役会に答申するにあたり重要な役割を果たし
ております。

渡 辺 勝 志

当事業年度開催の定例取締役会のすべてに出席し、主に弁護士とし
ての法務面の専門的見地から経営全般について適宜必要な助言、発
言を行っております。
また、指名・報酬委員会委員を務め、取締役の選定や、報酬制度に
ついて審議し取締役会に答申するにあたり重要な役割を果たしてお
ります。

北 川 真 也

当事業年度開催の定例取締役会のすべてに出席し、主に経営全般に
ついて客観的な立場からの視点による大所高所からの適切な助言、
発言を行っております。
また、指名・報酬委員会委員を務め、取締役の選定や、報酬制度に
ついて審議し取締役会に答申するにあたり重要な役割を果たしてお
ります。

原 　 繭 子

当事業年度開催の定例取締役会のすべてに出席し、主に公認会計
士、税理士としての専門的見地から、必要に応じて意思決定の妥当
性・適正性を確保するための助言、発言を行っております。
また、指名・報酬委員会委員を務め、取締役の選定や、報酬制度に
ついて審議し取締役会に答申するにあたり重要な役割を果たしてお
ります。

⑦　社外役員の主な活動状況
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区　分 氏　　　名 主な活動状況及び
社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

社 外
取 締 役

王 玲

当事業年度開催の定例取締役会のすべてに出席し、主に経営全般に
ついて客観的な立場からの視点による大所高所からの適切な助言、
発言を行っております。
また、指名・報酬委員会委員を務め、取締役の選定や、報酬制度に
ついて審議し取締役会に答申するにあたり重要な役割を果たしてお
ります。

社 外
監 査 役

福 原 一 義
当事業年度開催の定例取締役会及び同事業年度開催の監査役会のす
べてに出席し、主に公認会計士、税理士としての専門的見地から決
算関連について適宜必要な助言、発言を行っております。

木 村 美 樹
当事業年度開催の定例取締役会及び同事業年度開催の監査役会のす
べてに出席し、主に弁護士としての法務面の専門的見地から経営全
般について適宜必要な助言、発言を行っております。

⑧　社外役員の責任限定契約に関する事項
　該当事項はありません。
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(5) 会計監査人の状況
①　会計監査人の名称

PwC Japan有限責任監査法人

②　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
ａ．公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額

39,000千円
ｂ．当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

39,000千円
(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分してお

りませんので、ａ．の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。
２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについ

て必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査
役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告
いたします。

⑤　会計監査人が受けた過去２年間の業務停止の内容
　該当事項はありません。

⑥　会計監査人と締結している責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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(6) 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社の業務の適正性を確保するため
の体制を整備する。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
・サンマルクグループの経営理念、行動指針に基づき、コンプライアンス重視を条件とした経営
方針を経営計画に盛り込むこととし、業務分掌規程の運用等の他に啓蒙活動、各種教育等を通
して法令、定款に適合した職務執行が行われるよう徹底する。

・取締役会は、取締役会規程により経営に関する重要事項を決定するとともに相互に業務執行を
監督し、法令等違反の未然防止の観点から随時、確認、点検を行う。

・監査役会は、監査役会規程に基づき取締役の職務執行状況につき監督機能強化を図ることと
し、社長直轄の内部監査室を置き、必要に応じて監査役会と連携をとりながら、取締役及び使
用人の業務全般の妥当性につき監査することとする。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存・管理に関する体制
・取締役会及び経営の執行に係る重要な会議の議事録、その他の関連する書類については、文書
管理規程に基づき適切な保存及び管理をすることとし、監査等必要に応じて閲覧、謄写が可能
な状態を確保する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・全社的なリスク管理の精度を上げるため、当社取締役、執行役員及び事業子会社取締役で編成
される「グループ経営会議」を設置し、グループ内の特定リスク、包括リスク、潜在リスク等
についての洗い出しを行い、当社各本部及び事業子会社を監視し、必要な対策を講じるなど経
営の影響度に応じた機動的かつ最適な対応がとれるよう、リスク管理体制の構築に努める。ま
た、必要に応じて顧問弁護士など外部の専門家の助言を求め、適切な対応を適時検討すること
とする。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・中期経営計画を策定し、進捗状況を定期的なチェックによりプロセスの有効性の確認を行うと
ともに、ITを活用した全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。

・当社グループ企業内の社内メール会議等の閲覧権限を取締役に付与し、恒常的に問題点の把握
に努めるとともに意思決定の迅速化を図る。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社及び事業子会社も含めたグループ経営会議を設置し、企業集団における業務の適正性を図
るため、随時、個別案件の検討を行う。

・事業子会社について、経営上必要なグループ内の統一ルールを制定するほか、当社取締役が事
業子会社の監査役を兼任し、グループ内の横断的な業務の適正性の向上に努めることとする。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の
実効性の確保に関する事項

・監査役は、内部監査室等に属する使用人に監査業務に必要な補助を求めることができ、当該人
事等については、監査役会の意見を尊重するものとする。補助すべき使用人は、監査役から指
示された職務に関して、監査役以外の指示命令は受けないものとする。

⑦ 取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制
・取締役及び使用人等は、監査役会または各監査役の要請に応じて必要な報告または情報提供を
行うこととし、当社グループの業務または財務の状況に重大な影響を及ぼすおそれのある事項
を発見したときは、速やかに監査役へ報告することとする。

⑧ 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制

・監査役への報告を行った者に対して、その報告を行ったことを理由とする不利な取扱いを行う
ことを社内規程等において禁止する。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
・当社は、監査役がその職務の執行について、必要な費用の請求をしたときは、速やかに当該費
用または債務を処理する。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
・監査役は、監査役会が定める職務の分担等に従い、取締役会の他、グループ内の重要な会議に
出席するとともに稟議書その他重要な文書を閲覧し、その業務執行状況を取締役または使用人
に説明を求め、確認することができる。

・監査役会は、内部監査室及び会計監査人との連携を図り、定期的な意見交換等を通じてより効
率的な監査が行える体制を整備する。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(7) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保す
るための運用状況の概要は、次のとおりであります。

①　取締役の職務執行について
・取締役会規程に基づき、定例取締役会を毎月１回、臨時取締役会を必要に応じて開催しており
ます。取締役会は、法令または定款に定められた事項及び重要な業務執行に関する事項につい
て意思決定を行うとともに、職務の執行の監督を行っております。

②　監査役の監査体制
・監査役は、取締役会その他グループ内の重要な会議に出席する他、会計監査人及び内部監査室
との間で必要に応じて情報交換を行うことで、取締役の職務執行の監査、内部統制の整備及び
運用状況を確認しております。

③　コンプライアンス
・コンプライアンス重視を盛り込んだ経営計画を策定しております。また、内部通報制度を運用
し、コンプライアンスの実効性確保に努めております。通報内容については、社内イントラネ
ットを介して権限を保有した者と情報共有されるとともに、社外取締役及び監査役も閲覧可能
となっており、独立した立場も含めて改善のプロセスを進捗確認できる仕組みを構築し、運用
しております。また、コンプライアンス管理規程により通報者が保護される体制を整備してお
ります。

④　リスク管理体制
・当社取締役、執行役員及び事業子会社取締役で編成されるグループ経営会議を毎月実施し、グ
ループ内の各種リスクを洗い出し、当社各本部及び事業子会社を監視し、必要な対策を講じて
おります。

⑤　内部監査
・内部監査室は適時、監査役、会計監査人と連携をとりながら、内部監査を実施しております。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2026年３月31日現在） (単位：千円)

科　目 金　額 科　目 金　額

( 資 産 の 部 )
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
そ の 他
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
商 標 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

70,453,204
22,284,249
14,872,968
6,454,005
558,576
429,000
397,274

△427,573
48,168,955
17,905,927
12,830,801
1,363,328
3,648,228

13,101
50,468

19,315,406
15,157,979
3,965,061
140,614
51,750

10,947,621
298,996

2,364,036
8,122,230
163,427
△1,070　

( 負 債 の 部 ) 38,965,039
流 動 負 債 13,673,278

買 掛 金 3,505,891
短 期 借 入 金 1,000,000
１年内返済予定の長期借入金 2,100,204
未 払 金 4,017,101
未 払 法 人 税 等 1,144,298
賞 与 引 当 金 94,176
資 産 除 去 債 務 29,400
未 払 消 費 税 等 962,135
そ の 他 820,071

固 定 負 債 25,291,761
長 期 借 入 金 17,453,857
退 職 給 付 に 係 る 負 債 868,516
資 産 除 去 債 務 5,636,460
繰 延 税 金 負 債 1,213,102
そ の 他 119,824
( 純 資 産 の 部 ) 31,488,164

株 主 資 本 31,360,573
資 本 金 4,738,717
資 本 剰 余 金 6,050,284
利 益 剰 余 金 24,045,666
自 己 株 式 △3,474,095

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 127,591
その他有価証券評価差額金 100,683
退職給付に係る調整累計額 26,907

資 産 合 計 70,453,204 負 債 純 資 産 合 計 70,453,204

■ 連結計算書類 ■

(注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書（自2025年４月１日　至2026年３月31日） (単位：千円)

科　目 金　額

売 上 高 88,432,412
売 上 原 価 23,699,277

売 上 総 利 益 64,733,134
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 59,583,744

営 業 利 益 5,149,389
営 業 外 収 益 386,394

受 取 利 息 9,176
受 取 配 当 金 5,123
受 取 賃 貸 料 174,429
受 取 補 償 金 127,671
そ の 他 69,993

営 業 外 費 用 477,046
支 払 利 息 254,610
支 払 賃 借 料 142,448
そ の 他 79,986
経 常 利 益 5,058,738

特 別 利 益 119,112
受 取 保 険 金 78
事 業 譲 渡 益 119,034

特 別 損 失 452,140
固 定 資 産 除 却 損 116,200
減 損 損 失 298,939
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 37,000

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,725,710
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,893,522
法 人 税 等 調 整 額 126,414
当 期 純 利 益 2,705,773
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,705,773

(注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（自2025年４月１日　至2026年３月31日） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 4,738,717 6,046,339 22,471,967 △2,372,211 30,884,812
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

連 結 範 囲 の 変 動 △5,972 △5,972
剰 余 金 の 配 当 △1,126,100 △1,126,100
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,705,773 2,705,773
自 己 株 式 の 取 得 △1,183,020 △1,183,020
自 己 株 式 の 処 分 3,945 81,137 85,082
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 3,945 1,573,699 △1,101,883 475,761
2026年３月31日　残高 4,738,717 6,050,284 24,045,666 △3,474,095 31,360,573

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券評価

差 額 金
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 50,231 △78,494 △28,262 30,856,549
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

連 結 範 囲 の 変 動 △5,972
剰 余 金 の 配 当 △1,126,100
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,705,773
自 己 株 式 の 取 得 △1,183,020
自 己 株 式 の 処 分 85,082
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額) 50,451 105,402 155,853 155,853

連結会計年度中の変動額合計 50,451 105,402 155,853 631,614
2026年３月31日　残高 100,683 26,907 127,591 31,488,164

(注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数 ６社
・主要な連結子会社の名称 株式会社鎌倉パスタ

株式会社サンマルクグリル
株式会社サンマルクカフェ
株式会社La Madrague
株式会社京都勝牛
株式会社牛かつもと村
(注)株式会社La Madragueについては、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めております。
2025年４月１日を効力発生日として株式会社牛かつも
と村を存続会社、株式会社Ｂ級グルメ研究所ホールディ
ングス及びBQ International株式会社を消滅会社とする
吸収合併を実施いたしました。
2025年10月１日をもって株式会社ゴリップを存続会
社、ジーホールディングス株式会社及び株式会社ＯＨＡ
ＮＡを消滅会社とする吸収合併を行うとともに、株式会
社ゴリップの商号を株式会社京都勝牛へ変更いたしまし
た。

②　非連結子会社の名称等
・非連結子会社の名称 SAINTMARC SOUTH EAST ASIA PTE. LTD.

極品國際餐飲股份有限公司
株式会社サンマルクファーム

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた
めであります。
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連結注記表

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社の状況

・持分法を適用した非連結子会社 該当事項はありません。

②　持分法を適用しない非連結子会社の状況
・持分法を適用しない SAINTMARC SOUTH EAST ASIA PTE. LTD.

非連結子会社の名称 極品國際餐飲股份有限公司
株式会社サンマルクファーム

・持分法を適用しない理由 非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除い
ても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しており
ます。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）を採用しております。
その他有価証券
・市場価格のない株式等　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
　以外のもの　　　　　　　　　価は移動平均法により算定）を採用しております。
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事

業有限責任組合への出資については、入手可能な直近の決算
書を基礎とし、持分相当額に基づき評価しております。
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ロ．棚卸資産
・原材料及び貯蔵品 先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は、収益性の

低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用してお
ります。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 当社及び連結子会社は、主に、定率法（ただし、1998年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　２～45年
工具、器具及び備品　　２～20年

ロ．無形固定資産 当社及び連結子会社は、定額法を採用しております。ただ
し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。ま
た、商標権については、効果の及ぶ期間（5～10年）に基づ
く定額法によっております。

ハ．長期前払費用 当社及び連結子会社は、定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 当社及び連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるため、
当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま
す。
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④　重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務
の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで
あります。
イ．直営店売上
　主に店舗における顧客からの注文に基づき商品の提供を行うことによる売上であります。当該
収益は、顧客へ商品を提供し、対価を受け取った時点で履行義務が充足されることから、当該時
点で収益を認識しております。また、当社グループが運営するポイント制度について、付与した
ポイントを履行義務として認識し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基
礎として取引価格の配分を行っております。さらに、他社が運営するポイント制度にかかる負担
金については、これを控除した純額で収益を認識することとしております。
ロ．ロイヤリティ収入
　主に当社グループの店舗ＦＣ加入希望者から受け取るＦＣ加盟金及びロイヤリティ収入であり
ます。当該収益のうち、ＦＣ加盟金については、当該対価を契約負債（前受金）として計上し、
契約内容に基づいて一定期間にわたり均等に収益を認識しております。また、ロイヤリティ収入
については、ＦＣ加盟者の売上等を算定基礎とし、その発生時点に基づいて収益を認識しており
ます。
ハ．ＦＣ関連等売上
　主にＦＣ加盟者に対する食材や資材の提供を行うことによる売上であります。当該収益は、Ｆ
Ｃ加盟者へ商品を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識して
おります。

⑤のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その投資効果の発現する期間を個別に見積り、20年以内の合理的
な期間で均等償却を行っております。
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イ．退職給付に係る 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における見
込額に基づき、退職給付債務を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純
資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る
調整累計額に計上しております。

　　会計処理の方法

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

２．会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「中途解約違約金」（当連結会計年度は、
26,979千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、営業外費用の「その
他」に含めて表示しております。
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４．会計上の見積りに関する注記
　当社グループの連結計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ
き作成されております。
　この連結計算書類の作成にあたって、資産、負債、収益及び費用に影響を及ぼす仮定及びそれに基
づく見積りを用いておりますが、これらに基づく数字は実際の結果と異なる可能性があります。
　連結計算書類の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおり
であります。
(1) 固定資産の減損
　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として当社グループの統括部門等の共用
資産と実験業態店舗及び事業子会社各営業店舗を基本単位としてグルーピングしており、各店舗の営
業活動から生じる損益が直近の２会計期間連続して損失を計上した場合、進行期の売上高が前年比で
30％以上減少している場合、固定資産の市場価格が帳簿価額から50％以上下落した場合、退店を決
定した場合に減損の兆候があると判断しております。この場合の減損損失の認識については、各店舗
の将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下
回る場合には、減損損失を認識し、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。回収可能価額は
使用価値または正味売却価額のいずれか高い方の金額により測定しております。使用価値については
将来キャッシュ・フローを割引計算により算定しており、正味売却価額については土地は時価、転
用・売却可能な備品等は売却見込価額、その他の資産については零として評価しております。当社グ
ループでは、減損損失の認識にあたっての割引前将来キャッシュ・フローの算定については過去の売
上高や営業利益の実績並びに合理的と考えられる翌期以降の計画等、一定の見積り及び仮定に基づい
ております。これらの仮定及びそれに基づく見積りは、今後の市場動向等により有形固定資産及び減
損損失の計上額に大きく影響を与える可能性があります。なお、当社の資産グループであるレストラ
ン事業及び喫茶事業に属する各店舗についてはいずれも市場環境や競合関係等に大きな差異が見られ
ないことから、同一の見積り及び仮定に基づき、減損の兆候の判定、認識及び測定を行っておりま
す。当連結会計年度においては、有形固定資産として17,905,927千円、減損損失として298,939千
円を計上しております。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
　当社グループは繰延税金資産の回収可能性に関する見積りに際し、「繰延税金資産の回収可能性に
関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号2018年2月16日）に基づき、当社及び当社の関係
会社各社の収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得等に基づき各社を分類し、当該分類に応じ
て、回収が見込まれる繰延税金資産の計上額を決定しております。繰延税金資産の計上額について
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株  式  の  種  類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 22,941,111株 －株 －株 22,941,111株

は、毎期見直しを行っております。一時差異等加減算前課税所得の見込みについては、過去の売上高
や営業利益の実績及び合理的と考えられる翌期以降の計画等に基づき見積もっておりますが、計画に
用いている仮定及びそれに基づく見積りは今後の市場動向等により繰延税金資産及び法人税等調整額
の計上額に大きく影響を与える可能性があります。当連結会計年度においては、繰延税金資産として
2,364,036千円、法人税等調整額として126,414千円を計上しております。

(3) 企業結合により取得したのれん及び無形資産
　企業結合により計上されたのれん及び商標権は取得日時点の事業計画に基づく超過収益力に基づき
認識しております。これらはいずれも、その効果の及ぶ期間にわたって、定額法により規則的に償却
しております。また、のれん及び商標権の減損の兆候判定においては、主に取得日時点の当初事業計
画と実績との比較に基づき、超過収益力等の毀損の有無を検討しており、減損の兆候があると認めら
れる場合には、割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失
の認識の要否を判定します。なお、当連結会計年度末において、のれん及び商標権は、減損の兆候は
ないと判断しております。のれん及び商標権は、将来の事業計画に基づき算定しており、これらの算
定における主要な仮定は、主に当該事業計画の売上高成長率及び割引率であります。主要な仮定は見
積りの不確実性を伴うため、重要な変動が生じ超過収益力が毀損していると判断された場合には、翌
連結会計年度以降の連結財務諸表において、のれん及び商標権の減損損失が計上される可能性があり
ます。当連結会計年度においては、のれんとして15,157,979千円、商標権として3,965,061千円を
計上しております。

5．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　25,998,306千円

6．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項
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(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2025年６月25日開催の第34回定時株主総会決議による配当に関する事項
・株式の種類　　　　　　　　　普通株式
・配当金の総額　　　　　　　　568,952千円
・１株当たり配当額　　　　　　26円00銭
・基準日　　　　　　　　　　　2025年３月31日
・効力発生日　　　　　　　　　2025年６月26日

ロ．2025年11月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類　　　　　　　　　普通株式
・配当金の総額　　　　　　　　557,148千円
・１株当たり配当額　　　　　　26円00銭
・基準日　　　　　　　　　　　2025年９月30日
・効力発生日　　　　　　　　　2025年12月９日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2026年６月25日開催予定の第35回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・株式の種類　　　　　　　　　普通株式
・配当金の総額　　　　　　　　557,377千円
・１株当たり配当額　　　　　　26円00銭
・配当の原資　　　　　　　　　利益剰余金
・基準日　　　　　　　　　　　2026年３月31日
・効力発生日　　　　　　　　　2026年６月26日
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7．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等を中心とし、一時的な余裕資金の運用に
ついては、安全性の高い金融資産に限定して運用しております。また、資金調達については自己
資金による充当を基本としておりますが、必要に応じて金融機関等からの借入により調達してお
ります。なお、デリバティブを含む投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当
社グループの取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を随時
把握する体制としております。
　投資有価証券である株式及び債券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務
上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されておりま
す。
　敷金及び保証金は、主に建物の賃借時に差入れているものであり、差入れ先の信用リスクに晒
されております。当該リスクについては、金額的重要性の観点から個別に定期的な信用調査を行
うなどしてリスク軽減策につなげております。
　買掛金、未払金及び未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。
　これらの債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、資金回収が早期か
つ手元資金が潤沢にあり、当社財務担当が一括管理しているため、リスクは極めて僅少であると
考えております。
　短期借入金及び長期借入金は、M&Aを実施したことにより、手元資金水準が低下したため、
運転資金として調達したものであります。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
(1) 投資有価証券 198,263 198,263 －
(2) 敷金及び保証金 8,122,230 7,421,446 △700,784

資産計 8,320,494 7,619,710 △700,784
(1) 長期借入金 19,554,061 19,184,887 △369,173

負債計 19,554,061 19,184,887 △369,173

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額33,789千円）は、「投資有価証
券」には含めておりません。また、連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに
準ずる事業体への出資（連結貸借対照表計上額66,942千円）については記載を省略しております。
さらに、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、短期借入金及び未払法人税等
は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位：千円)

(注)長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金を含めております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される
当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時
価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており
ます。
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時　　価

レベル１ レベル２ レベル3 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 198,263 － － 198,263

資産計 198,263 － － 198,263

時　　価

レベル１ レベル２ レベル3 合計
敷金及び保証金 － 7,421,446 － 7,421,446

資産計 － 7,421,446 － 7,421,446
長期借入金 － 19,184,887 － 19,184,887

負債計 － 19,184,887 － 19,184,887

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
(単位：千円)

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
(単位：千円)

（注）１．時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

敷金及び保証金
主に建物の賃借時に差入れている敷金・保証金であり、償還予定時期を見積り、安全性の
高い長期の債券の利回りを基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分
類しております。

長期借入金
元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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１年以内 １年超
現金及び預金 14,872,968 －
売掛金 6,454,005 －
敷金及び保証金 32,239 8,089,991

合　　計 21,359,212 8,089,991

（単位：千円）
報　告　セ　グ　メ　ン　ト

レストラン 喫茶 計
売上高

直営店売上 58,547,216 27,948,024 86,495,240
ロイヤリティ収入 244,031 50,161 294,193
FC関連等売上 1,178,540 464,438 1,642,978
外部顧客への売上高 59,969,788 28,462,623 88,432,412

(注) ２．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

8．賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

9．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（連結計算書類
作成のための基本となる重要な事項）(4）会計方針に関する事項④　重要な収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権(期首残高) 5,981,944千円
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 6,454,005
契約負債(期首残高) 111,067
契約負債(期末残高) 138,878

当連結会計年度
１年以内 67,651千円
１年超２年以内 11,227
２年超３年以内 10,677
３年超 49,322
合計 138,878

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに
当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれ
る収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

契約負債は、主に、当社グループが運営するポイント制度について、付与したポイントの
前受金に関するもの及びＦＣ加盟金に基づく前受金であります。ポイント制度に係る前受金
については、ポイントの利用に伴い、また、ＦＣ加盟金に基づく前受金については、契約内
容に基づいて一定期間にわたり均等に取り崩されます。
② 残存履行義務に配分した取引価格

10．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,468円83銭

(2) １株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　125円23銭

11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結注記表

場　　　　　　　所 用　　　　　　　途 種　　　　　　　類

レ ス ト ラ ン 事 業
( 大 阪 府 大 阪 市 他 ) 営 業 店 舗 資 産

建 物 及 び 構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
そ の 他

喫 茶 事 業
( 京 都 府 京 都 市 他 ) 営 業 店 舗 資 産

建 物 及 び 構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
そ の 他

12．その他の注記
(1) 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として当社グループの統括部門等の共用
資産と実験業態店舗及び事業子会社各営業店舗を基本単位としてグルーピングしております。
　当連結会計年度において、資産グループ単位の収益等を踏まえて検証した結果、一部の営業店舗に
ついて、将来キャッシュ・フローによって当該資産の帳簿価額相当額を全額回収できる可能性は低い
と判断し、帳簿価額相当額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（298,939千円）と
して特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物283,545千円、工具、器具及び備
品13,214千円、その他2,179千円であります。
　当該資産グループの回収可能価額は使用価値または正味売却価額のいずれか高い方の金額により測
定しております。使用価値については将来キャッシュ・フローを割引計算により算定しており、正味
売却価額については土地は時価、転用・売却可能な備品等は売却見込価額、その他の資産については
零として評価しております。

(2) 貸倒引当金繰入額の内容
　非連結子会社に対する貸付金について回収不能と見込まれる金額を見積もり、SAINTMARC 
SOUTH EAST ASIA PTE. LTD.に対して37,000千円の貸倒引当金繰入額を特別損失に計上しており
ます。

(3) 事業譲渡益の内容
　当社連結子会社である株式会社京都勝牛において2026年２月27日に飲食店運営事業の一部を譲渡
しており、その譲渡に起因して発生した損益を事業譲渡益として特別利益に計上しております。
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　　期首残高 5,656,232千円
　　連結範囲の変動 22,462千円
　　有形固定資産の取得に伴う増加額 188,827千円
　　時の経過による調整額 35,948千円
　　資産除去債務の履行による減少額 △237,610千円
　　期末残高 5,665,861千円

(4) 資産除去債務に関する注記
①　当該資産除去債務の概要

　店舗等の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約並びに賃貸用不動産の定期借地権契約に伴う原
状回復義務等であります。

②　当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を建物（内部造作）の耐用年数である15年または契約期間と見積り、割引率は
0.000～1.982％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

③　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

（注）連結範囲の変動は、株式会社La Madragueを連結の範囲に含めたことによる増加でありま
す。

(5) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表（2026年３月31日現在） (単位：千円)

科　目 金　額 科　目 金　額

( 資 産 の 部 )
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権
商 標 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
建 設 協 力 金
繰 延 税 金 資 産　

49,639,280
6,398,966
3,127,880
2,218,661
136,895
67,144

1,229,000
14,181

125,600
△520,397

43,240,314
6,064,312
3,100,087

51,636
273,339

2,629,491
9,757

171,227
134,062
11,277
1,052

24,836
37,004,773

270,206
32,696,047

313
19,959

2,148,063
54,904

1,815,277　

( 負 債 の 部 ) 24,871,077
流 動 負 債 5,935,615

買 掛 金 1,136,380
短 期 借 入 金 1,000,000
１年内返済予定の長期借入金 2,100,204
未 払 金 943,346
資 産 除 去 債 務 7,236
未 払 費 用 54,017
未 払 法 人 税 等 265,309
未 払 消 費 税 等 266,019
前 受 金 38,329
預 り 金 62,998
賞 与 引 当 金 31,713
仮 受 金 30,059

固 定 負 債 18,935,462
長 期 借 入 金 16,953,857
退 職 給 付 引 当 金 385,871
長 期 預 り 敷 金 保 証 金 263,529
長 期 預 り 金 3,875
資 産 除 去 債 務 1,328,329

( 純 資 産 の 部 ) 24,768,203
株 主 資 本 24,667,520

資 本 金 4,738,717
資 本 剰 余 金 17,366,228
資 本 準 備 金 14,573,599
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,792,628

利 益 剰 余 金 6,071,881
利 益 準 備 金 12,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,059,881
繰 越 利 益 剰 余 金 6,059,881

自 己 株 式 △3,509,306
評 価 ・ 換 算 差 額 等 100,683

その他有価証券評価差額金 100,683
資 産 合 計 49,639,280 負 債 純 資 産 合 計 49,639,280

■ 計算書類 ■

(注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（自2025年４月１日　至2026年３月31日） (単位：千円)

科　目 金　額

売 上 高 24,921,693
売 上 原 価 8,041,764

売 上 総 利 益 16,879,929
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,408,413

営 業 利 益 2,471,515
営 業 外 収 益 408,447

受 取 利 息 3,427
受 取 配 当 金 5,123
受 取 賃 貸 料 384,396
そ の 他 15,500

営 業 外 費 用 604,987
支 払 利 息 244,711
支 払 賃 借 料 318,631
そ の 他 41,644
経 常 利 益 2,274,974

特 別 利 益 130,000
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 130,000

特 別 損 失 92,058
固 定 資 産 除 却 損 23,178
減 損 損 失 11,575
関 係 会 社 株 式 評 価 損 20,304
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 37,000

税 引 前 当 期 純 利 益 2,312,916
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 355,350
法 人 税 等 調 整 額 307,286
当 期 純 利 益 1,650,279

(注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（自2025年４月１日　至2026年３月31日） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2025年４月１日　残高 4,738,717 17,363,105 － 17,363,105 12,000 5,535,702 5,547,702
事業年度中の変動額

資本準備金の取崩 △2,789,506 2,789,506 －
剰 余 金 の 配 当 △1,126,100 △1,126,100
当 期 純 利 益 1,650,279 1,650,279
自己株式の取得
自己株式の処分 3,122 3,122
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － △2,789,506 2,792,628 3,122 － 524,178 524,178
2026年３月31日　残高 4,738,717 14,573,599 2,792,628 17,366,228 12,000 6,059,881 6,071,881

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等 純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2025年４月１日　残高 △2,408,245 25,241,280 50,231 50,231 25,291,511
事業年度中の変動額

資本準備金の取崩 － －
剰 余 金 の 配 当 △1,126,100 △1,126,100
当 期 純 利 益 1,650,279 1,650,279
自己株式の取得 △1,183,020 △1,183,020 △1,183,020
自己株式の処分 81,960 85,082 85,082
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 50,451 50,451 50,451

事業年度中の変動額合計 △1,101,060 △573,759 50,451 50,451 △523,308
2026年３月31日　残高 △3,509,306 24,667,520 100,683 100,683 24,768,203

(注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び 移動平均法による原価法を採用しております。
関連会社株式

②　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）を採用しております。

③　その他有価証券
・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
　以外のもの　　　　　　　　　　価は移動平均法により算定）を採用しております。
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事

業有限責任組合への出資については、入手可能な直近の決算
書を基礎とし、持分相当額に基づき評価しております。

④　棚卸資産
・原材料及び貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しておりま
す。

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 主に、定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　２～38年
構築物　　　　　　　　２～45年
工具、器具及び備品　　２～15年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　長期前払費用 定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき
支給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における見込
額に基づき、退職給付債務を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理
しております。

(4）重要な収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履
行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①直営店売上
　主に店舗における顧客からの注文に基づき商品の提供を行うことによる売上であります。当該収
益は、顧客へ商品を提供し、対価を受け取った時点で履行義務が充足されることから、当該時点で
収益を認識しております。また、他社が運営するポイント制度にかかる負担金については、これを
控除した純額で収益を認識することとしております。
②ロイヤリティ収入
　主に当社グループの店舗ＦＣ加入希望者から受け取るＦＣ加盟金及びロイヤリティ収入でありま
す。当該収益のうち、ＦＣ加盟金については、当該対価を契約負債（前受金）として計上し、契約
内容に基づいて一定期間にわたり均等に収益を認識しております。また、ロイヤリティ収入につい
ては、ＦＣ加盟者の売上等を算定基礎とし、その発生時点に基づいて収益を認識しております。
③ＦＣ関連等売上
　主にＦＣ加盟者及び子会社に対する食材や資材の提供を行うことによる売上であります。当該収
益は、ＦＣ加盟者及び子会社へ商品を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点
で収益を認識しております。
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２．会計上の見積りに関する注記
(1)固定資産の減損
　①当事業年度の計算書類に計上した金額
　　有形固定資産　6,064,312千円　減損損失　11,575千円
　②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表「４．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。

(2)繰延税金資産の回収可能性
　①当事業年度の計算書類に計上した金額
　　繰延税金資産　1,815,277千円　法人税等調整額　307,286千円
　②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「４．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略し
ております。
(3)関係会社株式の評価

関係会社株式の帳簿価額には、取得時点で見込んだ関係会社の将来の超過収益力が反映されており
ます。当該超過収益力には、連結計算書類に計上されているのれん及び商標権と同様の主要な仮定が
含まれております。関係会社株式の減損処理の要否は、取得価額と超過収益力を反映した実質価額を
比較することにより判定されており、実質価額が著しく低下した場合には、回復可能性が十分な証拠
によって裏付けられる場合を除いて減損処理を行っております。超過収益力の算定にあたって使用し
た主要な仮定は、経営者の最善の見積りによって決定されますが、将来の不確実な経済条件の変動に
より影響を受ける可能性があります。各関係会社の属する状況によっては、評価損の計上が必要とな
り、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。当事業年度においては、関
係会社株式として32,696,047千円を計上しております。
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①　短期金銭債権 166,922千円

②　長期金銭債権 3,000千円

③　長期金銭債務 197,195千円

株  式  の  種  類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 1,058,319株 480,277株 35,084株 1,503,512株

３．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　6,933,821千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　営業取引高

売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　603,635千円

②　営業取引以外の取引高　　　　　　　　　　　　　　225,288千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) １．普通株式の自己株式の増加480,277株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加
　　　　477,300株、譲渡制限付株式の無償取得による増加2,889株、単元未満株式の買取による
　　　　増加88株であります。
　　２．普通株式の自己株式の減少35,084株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によ

る減少であります。
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繰延税金資産 (単位：千円)
未払事業税 39,324
貸倒引当金 163,196
退職給付引当金 121,009
関係会社株式評価損 164,351
減損損失 243,750
資産除去債務 418,833
繰越欠損金 1,089,379
その他 115,273
繰延税金資産小計 2,355,119
評価性引当額 △369,216
繰延税金資産計 1,985,902

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 45,999
資産除去債務に対応する除去費用 124,625
繰延税金負債計 170,624

繰延税金資産の純額 1,815,277

法定実効税率 30.5％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.0％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0％
住民税均等割等 3.7％
税額控除 △2.3％
評価性引当額の増減 △3.1％
その他 △0.1％
税効果会計適用後法人税等の負担率 28.7％

６．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の
内訳
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(単位：千円)

種　類 会社等の名称
議決権等の

所有
(被所有) 割合

関係内容
取引の内容 取引金額 科　目 期末残高役員の

兼任等 事業上の関係

子会社

株式会社サンマルクカフェ
(所有)
直接

100.0％
2名

当社集約のグル
ープ共通インフ
ラ機能の提供等

賃貸料の受取
(注２)

108,576 － ―

株 式 会 社 鎌 倉 パ ス タ
(所有)
直接

100.0％
２名

当社集約のグル
ープ共通インフ
ラ機能の提供等

賃貸料の受取
(注２)

116,387 － ―

株式会社サンマルクグリル
(所有)
直接

100.0％
２名

当社集約のグル
ープ共通インフ
ラ機能の提供等

資金の返済
貸付金利息
(注１)

100,000
10,790 関係会社

短期貸付金 800,000

株 式 会 社 京 都 勝 牛
(所有)
直接

100.0％
２名

当社集約のグル
ープ共通インフ
ラ機能の提供等

資金の返済
貸付金利息
(注１)

1,080,000
7,592 － ―

株式会社サンマルクファーム
(所有)
直接

100.0％
１名

当社集約のグル
ープ共通インフ
ラ機能の提供等

資金の貸付
貸付金利息
(注１)
賃貸料の受取
(注２)

20,000
115

325
関係会社
短期貸付金 20,000

SAINTMARC SOUTH 
EAST ASIA PTE. LTD.

(所有)
直接

100.0％
１名

当社集約のグル
ープ共通インフ
ラ機能の提供等

資金の貸付
貸付金利息
(注１)
貸倒引当金
繰入額

37,000
4,658

37,000

関係会社
短期貸付金

貸倒引当金

409,000

409,000

７．関連当事者との取引に関する注記

(注) 取引条件の決定方針等
１．資金の貸付について、貸付金利率は、市場金利を勘案し合理的に決定しております。
２．賃貸料は、近隣の取引実勢を勘案し、協議の上決定しております。

８．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　９．収益認識に
関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,155円36銭

(2) １株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　76円38銭
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場　　　　　　　所 用　　　　　　　途 種　　　　　　　類

レ ス ト ラ ン 事 業
( 東 京 都 西 多 摩 郡 他 ) 営 業 店 舗 資 産

建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

喫 茶 事 業
( 香 川 県 綾 歌 郡 ) 営 業 店 舗 資 産

建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

11．その他の注記
(1) 当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として当社の統括部門等の共用資産と実験業態店
舗及び各営業店舗を基本単位としてグルーピングしております。
　当事業年度において、資産グループ単位の収益等を踏まえて検証した結果、一部の営業店舗につい
て、将来キャッシュ・フローによって当該資産の帳簿価額相当額を全額回収できる可能性は低いと判
断し、帳簿価額相当額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（11,575千円）として特
別損失に計上いたしました。その内訳は、建物10,206千円、構築物308千円、工具、器具及び備品
1,060千円であります。
　当該資産グループの回収可能価額は使用価値または正味売却価額のいずれか高い方の金額により測
定しております。使用価値については将来キャッシュ・フローを割引計算により算定しており、正味
売却価額については土地は時価、転用・売却可能な備品等は売却見込価額、その他の資産については
零として評価しております。

－ 70 －



2026/05/27 10:39:33 / 25302650_株式会社サンマルクホールディングス_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

　　期首残高 1,330,092千円
　　有形固定資産の取得に伴う増加額 52,222千円
　　時の経過による調整額 9,757千円
　　資産除去債務の履行による減少額 △56,506千円
　　期末残高 1,335,565千円

(2) 貸倒引当金繰入額の内容
　SAINT MARC SOUTH EAST ASIA PTE. LTD.に対する貸付金のうち回収不能と見込まれる部分に
ついて、貸倒引当金繰入額を計上しております。

(3) 貸倒引当金戻入額の内容
　連結子会社であった株式会社OHANAを株式会社ゴリップ（現株式会社京都勝牛）が吸収合併した
ことに伴い、同社に対する貸付金を回収したことによるものであります。

(4) 資産除去債務に関する注記
①　当該資産除去債務の概要

　店舗等の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約並びに賃貸用不動産の定期借地権契約に伴う原
状回復義務等であります。

②　当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を建物（内部造作）の耐用年数である15年と見積り、割引率は0.146～1.938％
を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

③　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

(5) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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PwC Japan有限責任監査法人
京都事務所

指定有限責任社員 公認会計士 立　石　祐　之業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 宮　脇　亮　一業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2026年5月18日

株式会社サンマルクホールディングス
　取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社サンマルクホールディングスの2025
年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社サンマルクホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
　当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適
用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他
の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

■ 監査報告 ■
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に
関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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2026/05/27 10:39:33 / 25302650_株式会社サンマルクホールディングス_招集通知_電子提供措置用

会計監査報告

PwC Japan有限責任監査法人
京都事務所

指定有限責任社員 公認会計士 立　石　祐　之業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 宮　脇　亮　一業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2026年5月18日

株式会社サンマルクホールディングス
　取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社サンマルクホールディングスの
2025年4月1日から2026年3月31日までの第35期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ
れる規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 74 －
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第35期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使
用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2021年11月16日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査役会の監査報告

－ 76 －
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監査役会の監査報告

株式会社サンマルクホールディングス　監査役会
常勤監査役 富　樫　　　司 ㊞
監　査　役 福　原　一　義 ㊞
監　査　役 木　村　美　樹 ㊞

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月19日

(注) 監査役福原一義及び監査役木村美樹は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 77 －
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裏表紙

株主総会会場ご案内略図

会 場

　

岡山市北区下石井１丁目２番１号イオンモール岡山 ５階
おかやま未来ホール（イオンモール岡山 ５階）
電話（086）803－6207

交 通
　

JR岡山駅 中央改札口 徒歩約５分
　

【お土産について】
お土産配布は廃止させていただいております。何卒ご理解賜りますようよろしくお願い申しあげます。

● 裁判所

柳川
ロータリー

大雲寺町
ロータリー

● 岡山中央
　 郵便局

● 岡山高島屋

大供ロータリー旧国道2号線

● 
岡山市役所

至広
島

至広
島

山陽
新幹
線

至倉
敷

山陽
本線

● 

光
生
病
院

岡
山
商
工

会
議
所
ビ
ル

瀬
戸
大
橋
線

島
田
地
下
道

至
大
阪

至
津
山

津
山
線

山
陽
新
幹
線

国道180号線

至新見

吉備線 岡
山
駅

●
アークホテル

岡山

●
ホテル

グランヴィア
岡山

●

N

おかやま未来ホール
（イオンモール岡山５階）

※なお、駐車場の準備はいたしておりませんのであしからずご了承くださいますよう
お願い申しあげます。


